
matsu
線

matsu
タイプライターテキスト
小郡三井医師会より　　　　　　　　　　　自賠医療担当理事　田中英二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　島田昇二郎
上記研修会の動画の視聴をご希望される方は、別紙にご記入いただき1月
14日までに当医師会事務局へお申し込みください。



 

 

 

１．Ｗｅｂ動画の研修講師・テーマ 

（１）学術講習 

講 師：公益社団法人 日本医師会 長島公之 常任理事 

テーマ：「最近の交通事故診療について」 

（２）自賠責講習 

講 師：損害保険料率算出機構自賠責損害調査センター 深澤 泰 主管 

テーマ：「自賠責保険（共済）のしくみ」 

 

２．Ｗｅｂ動画形式の受講可能期間 

ＩＤが送付されてから令和４年２月 28日（月）まで 

以上 
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⼩郡三井医師会宛（締切1⽉14⽇（⾦））
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⾃賠責研修会オンライン受講者登録申請フォーム
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2021 年 11 月 5 日 

一般社団法人日本損害保険協会 

損害サービス企画部自動車グループ（担当：斎藤） 

自賠責研修会オンライン基盤（etudes）一般ユーザーID 利用マニュアル 

（受講者、日本医師会、保険会社・損保料率機構、損保協会支部） 
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１．自賠責研修会オンライン基盤（etudes）導入の背景 

2020 年年初からの新型コロナウィルス感染拡大に伴い、2019 年度末から 2020 年度に

かけて自賠責研修会の開催を予定していたが開催見送りとした都道府県が多数発生したた

め、損保協会において非対面かつ受講者の受講状況を適切に管理できるシステムの導入を

検討し、アル―株式会社がサービスを提供する「etudes（エチュード）」を導入することと

した。 

なお、本マニュアルでは自賠責研修会オンライン基盤（etudes）を「本システム」と呼

ぶ。 

 

２．本システムによって実現すること 

URL：https://sonpo.etudes.jp から ID・パスワードを用いてログインし、コンテンツの

視聴およびアンケートの回答を行うことができる。ログイン ID は事前に登録したメールア

ドレス、ログインパスワードは ID を付与された者が定める任意のパスワードとする。 

なお、本マニュアルでは次の各関係者が利用できる機能について説明する。 

（１）受講者 

各都道府県医師会に本システムによる自賠責研修会受講を申し込んだ受講者。2021 年

10 月現在の契約では全国で約 2,880 名 ID 登録できる。 

（２）日本医師会 

日本医師会事務局職員。ID 付与対象者は日本医師会事務局から希望のあった者最大 3 名

程度とする。 

（３）保険会社・損保料率機構 

損保料率機構本部職員、各都道府県損害サービス分科会医療幹事を指す。ID 付与対象者

は損保料率機構本部職員 1 名、各都道府県損害サービス分科会医療幹事 1 名、全国で合計

48 名程度とする。 

（４）損保協会支部 

損保協会支部職員。ID 付与対象者は 1 支部 1 名とする。 

 

３．本システム利用にあたっての注意事項 

・ID は原則社用個人メールアドレスとし、社用個人メールアドレスを持たない受講者のみ

プライベートの個人メールアドレスを ID とすることを認める。 

・ID を複数名で共有すること、ID を他人に貸与することは共有先、貸与先の社内外を問

わず禁止する。本システムは ID 数に応じた課金契約であることから、ID の共有、貸与

が発覚した場合には契約違反となるため厳に注意すること。ID の共有、貸与が発覚した

https://sonpo.etudes.jp/
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場合には本システムから ID 登録を抹消する。 

・人事異動、退職等により ID を使用しないこととなった場合には、損保協会損害サービ

ス企画部自動車グループ（songyou-j@sonpo.or.jp）に連絡する。 

・本システムによる 2021 年度自賠責研修会の受講は 2022 年 2 月 28 日（月）18 時まで可

能。2022 年 2 月 28 日（月）18 時までに動画の視聴、資料のダウンロード、アンケート

の回答を完了する。 

 

４．本システム利用方法 

（１）初回ログイン手続き 

ア．パスワード設定依頼の通知 

  ユーザーID 登録後、本システム（info@etudes.jp）から ID として登録したメールアド

レス宛に下記のとおりパスワードの再設定依頼メールが届く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:songyou-j@sonpo.or.jp
mailto:info@etudes.jp
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 イ．パスワードの設定 

上記メールの URL をクリックすると「パスワードのリセット」画面が表示されるので、

任意のパスワード（半角英数字 8 文字）を入力し、登録をクリックする。 

 

 

 

 

 

 

 ウ．トップページの表示 

新しいパスワードを登録するとトップページが表示される。これで初回ログイン手続

きは終了。次回ログイン時からは（２）2 回目以降のログイン手続きからログインする。 
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エ．パスワード変更通知メールの受信 

  新しいパスワードを登録した後、登録したメールアドレス宛に下記のとおりパスワー

ド変更通知が届く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）2 回目以降のログイン手続き 

 2 回目以降、本システムにログインする際は URL：https://sonpo.etudes.jp にアクセスし、

ユーザーID に登録したメールアドレス、パスワードに（１）イで設定したパスワードを入

力し、ログインする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①登録したメールアドレスを入力 

②（１）イで設定した 

パスワードを入力 

③メールアドレス、パスワード

入力後、ログインをクリック 

https://sonpo.etudes.jp/
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（３）パスワード失念時の手続き 

 パスワードを失念した場合には URL：https://sonpo.etudes.jp にアクセスし、「パスワー

ドを忘れた方はこちら」をクリックする。 

パスワードのリセット画面上に登録したメールアドレスを入力し、送信するボタンをク

リックする。

「送信する」をクリックした後、本システム（info@etudes.jp）から ID として登録した

メールアドレス宛に次のとおりパスワードの再設定依頼メールが届く。

①メールアドレスを入力

②送信するクリック

https://sonpo.etudes.jp/
mailto:info@etudes.jp
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上記メールの URL をクリックすると「パスワードのリセット」画面が表示されるので、

任意のパスワード（半角英数字 8 文字）を入力し、登録をクリックする。 

 

 

 

 

 

 

 

新しいパスワードを登録するとトップページが表示される。 
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 新しいパスワードを登録した後、登録したメールアドレス宛に下記のとおりパスワー

ド変更通知が届く。次回ログイン時からは（２）2 回目以降のログイン手続きと同様にログ

インする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



9 

 

（４）受講方法 

ア．初回受講時 

  ログイン後、トップページ右上の人マークをクリック。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   画面左部の「未受講」をクリック。 
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   「2021 年度自賠責研修会」をクリック。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   「2021 年度自賠責研修会」の受講ページが表示される。 
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   画面上の「資料ダウンロード」をクリックすると研修資料の PDF データをダウンロ

ードできる。資料は学術講習、自賠責保険講習の 2 種類あるので必要に応じてダウン

ロードする。 

  

 

 

 

 

 

 

   画面上の「再生」をクリックすると研修動画の視聴画面が表示される。研修動画は学

術講習、自賠責保険講習の 2 種類あるのでそれぞれ視聴する。 

 

 

 

 

 

 

 

   視聴画面が表示された後、映像画面の再生ボタンをクリックすると動画が再生され

る。 
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イ．2 回目以降受講時 

   1 度動画を視聴すると次回ログイン以降トップページに「2021 年度自賠責研修会」

が表示されるようになる。研修を中断し改めて再開する場合はトップページから直接

「2021 年度自賠責研修会」をクリックし、受講ページにアクセスする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   中断した研修動画を続きから再生する場合、視聴画面右下の赤枠内をクリックする。 
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   研修動画の未視聴箇所一覧が表示されるので、視聴を再開したい部分の「移動」ボタ

ンをクリックする。 

 

 

 

 

 

 

視聴画面に戻った後、映像画面の再生ボタンをクリックすると動画が途中から再生

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．アンケート回答 

   研修動画の視聴が完了したらアンケートに回答する。「回答」ボタンをクリックし、

アンケート回答画面を開く。 
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「開始する」をクリックする。 

アンケート全 13 問の回答を選択または記入し、アンケート送信が完了すると画面上

に「修了」と表示される。学術講習、自賠責保険講習、アンケートの 3 点が「修了」に

なれば本研修は受講完了となる。 
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５．よくあるお問合せ 

Q1．ログイン ID・パスワードが分からなくなった。 

A1．ログイン ID が分からない場合には、損保協会損害サービス企画部自動車グループ

（songyou-j@sonpo.or.jp）にメールでお問合せください。お問合せいただく際にはご所属

する医療機関の所在する都道府県とご本人様のお名前をメールに明記ください。 

  パスワードが分からない場合には、「４．本システム利用方法（３）パスワード失念時

の手続き」に沿い、パスワードの再設定手続きを行ってください。 

 

Q2．パソコン・スマートフォン等端末が上手く動かない。 

A2．お手持ちのパソコン・スマートフォン等端末が古い機種の場合、本システムに対応し

ていない場合があります。上手く動作しない場合、再起動すると上手く動作することもあ

りますのでお試しください。 

 

Q3．本システムの推奨動作環境を知りたい。 

A3．本システムの推奨動作環境は次のとおりです。 

 ○パソコン 

 Windows Mac 

OS Windows® 8.1 

Windows® 10 

Mac OS® X v.10.13 以上 

ブラウザ Internet Explorer®11 以上 

Chrome 最新版 

Edge 最新版 

Firefox® 最新版 

Safari 最新版 

Chrome 最新版 

Firefox® 最新版 

 

 ○スマートフォン 

 Android iOS 

OS Android OS 9.0 以上 iOS10 以上 

ブラウザ GoogleChrome 標準版・最新版 Safari 最新版 

 

Q4．スマートフォンを機種変更してメールアドレスが変わった。 

A4．ログイン ID を変更しますので損保協会損害サービス企画部自動車グループ（songyou-

j@sonpo.or.jp）にメールでご連絡ください。お問合せいただく際にはご所属する医療機関

の所在する都道府県とご本人様のお名前をメールに明記ください。 

 

 

mailto:songyou-j@sonpo.or.jp
mailto:songyou-j@sonpo.or.jp
mailto:songyou-j@sonpo.or.jp
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Q5．本システムの利用可能時間を知りたい。 

A5．原則 24 時間 365 日稼働しています。システムメンテナンス等によりシステムを停止す

る場合、災害等により予期せずシステムが停止した場合には、損保協会損害サービス企画

部自動車グループ（songyou-j@sonpo.or.jp）からメールでご案内いたします。 

 

Q6．研修内容について質問したい。 

A6．恐れ入りますが研修内容に関するご質問はお受けしておりません。本システムの使用

方法に関するお問い合わせにつきましては損保協会損害サービス企画部自動車グループ

（songyou-j@sonpo.or.jp）にメールでご連絡ください。 

 

Q7．受講期限の 2022 年 2 月 28 日を過ぎてしまったが受講したい。 

A7．恐れ入りますが本システムのサービスプロバイダーとの契約上、2022 年 3 月 1 日以降

は本システムをご利用いただくことはできません。 

 

６．本マニュアルの改定履歴 

改定日 改定担当者 改定内容 

2021 年 11 月 5 日 斎藤 識樹 新設 

 

 

以 上 

mailto:songyou-j@sonpo.or.jp
mailto:songyou-j@sonpo.or.jp


最近の交通事故診療について

公益社団法人 日本医師会

常任理事 長島公之

2021年度 自賠責保険研修会
《参考》



略歴

昭和59年 島根医科大学医学部 卒業

昭和59年 自治医科大学整形外科教室 入局

平成4年 自治医科大学大学院卒業 学位取得

平成4年 長島整形外科 開業

平成24年～現在 栃木県医師会常任理事

平成30年～現在 日本医師会常任理事

長島 公之
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日本医師会における職務

◎主担当

医療政策

情報

救急災害医療

労災・自賠責

（医師）年金

会員情報（電子認証センター）



本日の内容

• 交通事故の状況

• 自賠責の状況

• 日本医師会 労災・自賠責委員会の活動
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本日の内容

• 交通事故の状況

• 自賠責の状況

• 日本医師会 労災・自賠責委員会の活動
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交通事故死者数の推移

6

令和２年の交通事故死者数は2,839人で、前年比376人、11.7％減少し、

４年連続で戦後最少を更新して初めて 3,000人を下回った。

警察庁交通局交通企画課 「令和２年中の交通事故死者数について」より



7

●交通事故死者数の長期的推移
戦後，昭和20年代後半から40年代半ばごろまでは，著しく増大。26年の4,429人から45年の1万6,765人（3.8倍）へ

と増加。
交通事故死者数の水準が、日清戦争での日本の戦死者(2年間で1万7,282人)を上回る勢いで増加したことから、この状況
は一種の「戦争状態」であるとして、「交通戦争」と呼ばれるようになった。
戦後の死者数増加の原因としては、車社会化の急速な進展に対して，道路整備，信号機，道路標識等の交通安全施設が

不足していたことはもとより，車両の安全性確保の技術が未発達であったことや，交通社会の変化に対する人々の意識が
遅れていたことなど，社会の体制が十分に整っていなかったことが要因であったと考えられている。
このため，交通安全の確保は焦眉の社会問題となり，昭和45年に交通安全対策基本法が制定され，国を挙げての交通安

全対策が進められた。同法では，交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱である交通安全基本計画の作成につ
いて定めており，昭和46年度の第1次交通安全基本計画から始まった。その結果、死者数が大きく減少し、昭和54年には、
8466人と、ほぼ半減した。

昭和45年
第1次交通戦争
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しかし、昭和50年代後半から再び増加し始め、昭和63年から８年連続して１万人を超えるなど、「第２次交通戦
争」と呼ばれる事態になった。その特徴として、高齢者の死者、自動車乗車中の死者、深夜に発生する死亡事故の割
合の上昇があった。特に、「自動車乗車中」の死者の増加の内訳をみると，若者が急増したことから，死亡事故増加
の一つの背景として，第2次ベビーブーム世代が運転免許取得年齢に達し，運転技能が十分ではない若者の運転免許
保有者数が増加したことがあげられている。
その後、交通事故死者数は，再び減少しはじめた。その理由として、シートベルト装着率の大きな向上，エアバッ

ク，ABSなどがほぼ標準装備となるなど車両の安全性能の向上等の貢献も大きかったと考えられている。

第２次交通戦争



9

状態別 交通事故死者

状態別にみると、令和2年は
交通事故死者は、歩行中35.3％、自動車乗車中31.1%、自転車乗車中14.8％の順。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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令和2年。
交通事故重傷者は、自動車乗車中25.3%、歩行中25.2％、自転車乗車中23.3％の順。
歩行中の割合が増え、原付乗車中が割合を減らしている。

状態別 重傷者

重傷者
↓

主に
入院治療

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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状態別 軽傷者

軽傷者
↓

主に
通院治療

交通事故軽傷者は、自動車乗車中が60数％を占め、次いで、自転車乗車中が10数％を
占めるなど、死者や重傷者とは割合が異なっている。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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状態別

20.6％

令和2年。
歩行中は、死者と重傷者の合計が20.6％と、自動車乗車中の3.5％より大きく、
人優先の交通安全思想の下、歩行者の安全確保を図る必要がある

3.5％

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



13

損傷部位別 死者

交通事故死者。各損傷部位の占める割合に、経時的な変化はあまりない。
全ての状態別で、頭部損傷及び胸部損傷が多くを占めている。令和2年で
頭部損傷は、自動車乗車中に占める割合24.9％に対し、自転車乗車中54.4％、
歩行中54.2％と占める割合が高い

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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損傷部位別 重傷者

令和2年。交通事故重傷者。各損傷部位の占める割合に、経時的な変化はあまりない
頭部損傷及び胸部損傷も一定割合を占めているが、
脚部損傷及び腕部損傷が高い割合を占め、特に、二輪車・自転車乗車中と歩行中では、
半数以上を占めている

重傷者
↓

主に
入院治療

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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損傷部位別 軽傷者

交通事故軽傷者。各損傷部位の占める割合に、経時的な変化はあまりない。
全体では、頸部損傷の占める割合が50数％、脚部損傷及び腕部損傷が20％強である。

軽傷者
↓

主に
通院治療

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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軽傷者 状態別

令和2年。交通事故軽傷者。
頸部損傷の割合が、自動車乗車中に占める割合が78.7％と約8割を占める。
一方、二輪車・自転車乗車中と歩行中では、脚部損傷及び腕部損傷
の合計が半数以上を占めている

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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高齢者 交通事故死者数に占める割合

全交通事故死者数に占める65歳以上の割合
昭和46年：16.3％ 平成8年：31.6％ 平成28年：54.8％ 令和2年：56.2％

と大きくなっている。令和4年からは、「団塊の世代」が75歳以上に達し始めるため、
75歳以上高齢者の安全確保が一層重要になる

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



18

高齢者 人口１０万人当たり死者数

人口10万人当たり交通事故死者数
65歳以上の高齢者：年々減少傾向

しかし、令和2年で、全年齢層の約2倍、65歳未満の約3倍と高い

65歳以上

全年齢層

65歳未満

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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高齢者 状態別 死者

令和2年 状態別・年齢層別にみると、
65歳以上の高齢者が、歩行中及び自転車乗車中の交通事故死者も約7割を占める
75歳以上の高齢者は、歩行中の55％、自転車乗車中の46.5％を占める

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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高齢者 状態別 重傷者

重傷者では、歩行中について 65歳以上の高齢者が57.4％、75歳以上が38.0％と
顕著に高い割合を占めている

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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高齢者 状態別 軽傷者

軽傷者では、歩行中の構成率は、人口構成率とほぼ同様になっている

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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子供

子供について、状態別に平成23年から令和2年までの間の交通事故死者・重傷者数を
みると、歩行中が最も多く、未就学児で65.6％、小学生で56.5％を占める。
小学生では、歩行中に続き、自転車乗車中が多く、34.9％を占める。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



23

子供 歩行中の通行目的別

歩行中の交通事故死者数について、通行目的別にみると、未就学児や小学校低学年で
は、買物や遊戯などの「私用」が最も多い。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



24

子供 死者・重傷者数

重傷者数も含めた場合では、未就学児では「私用」が大多数を占める。小学生では、
「私用」が半数以上を占めるが、学年が上がるとともに、数は減少している。中学生
では、「通学等登下校」と「私用」は、ほぼ同数となっている。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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子供 法令違反別

法令違反別にみると、未就学児や小学生は、全年齢層と比較し、法令違反の割合が高
い。特に、飛び出しについては、未就学児、小学生ともに3割を超えている。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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歩行者及び自転車の交通事故の傾向

状態別人口10万人当たりの交通事故死者数をみると，着実に減少しているものの，
歩行中，自動車乗車中が依然として高い水準となっている

歩行中

自動車乗車中

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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歩行者及び自転車の交通事故の傾向

欧米諸国と比べて，我が国は交通事故死者数に占める
歩行中及び自転車乗用中の割合が高い

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



28

高齢者 歩行者の交通事故の傾向

年齢別にみると、65歳以上の高齢者が歩行中死者数の74.2％，重傷者数の57.4％
（令和２年）と、大きな割合を占めている。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



29

高齢者 事故類型 歩行者の交通事故の傾向

令和２年中の歩行者の事故類型別死者数を年齢別にみると，
横断中が占める割合は、65歳未満の50％と比べ、65歳以上の高齢者では76％と、
かなり大きい。→高齢者では、横断中の死者が多い

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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ヘルメット着用 自転車の交通事故の傾向

ヘルメット非着用の自転車乗用中死者の損傷主部位別の割合をみると，半数以上（56％）
が頭部損傷による
ヘルメット着用状況別の致死率 着用した場合に比べ非着用は致死率が約３倍
→頭部を保護するヘルメットの着用が重要

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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自転車と歩行者の交通事故

令和２年の自転車対歩行者の交通事故件数は，令和元年と比較して７％減少して
いるものの，平成28年と比較した場合，15.5％増加している

令和３年版交通安全白書（内閣府）より
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自転車と歩行者の交通事故

令和２年中，自転車に乗って仕事をしていた人（業務）と歩行者の交通事故は，
全国で対前年約６割増の156件であった

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



令和2年交通安全白書（内閣府） より

高齢運転者の交通事故の状況

33



高齢運転者の運転免許保有

34

70歳以上の運転免許保有者は，年々増加し続け，令和元年は1,195万人と，昭和50年の
13万人の90倍弱，昭和61年の80万人の15倍弱となり，運転免許保有者の14.5％を占める

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



高齢運転者による交通事故発生状況

35

高齢運転者による死亡事故件数
75歳以上は，平成21年 422件→令和元年 401件
80歳以上は、平成21年 180件→令和元年 224件

免許保有者数の増加に対し、死亡事故件数は大きな増減はなし

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



免許人口10万人当たり高齢運転者により死亡事故件数の推移

36

75歳以上及び80歳以上の高齢運転者について，
免許人口10万人当たり死亡事故件数の推移を見ると，過去10年間減少傾向にある。

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



高齢運転者による死亡事故の類型

37

75歳以上の高齢運転者による死亡事故は，75歳未満の運転者と比較して，車両単独による
事故の割合が高くなっており，具体的には工作物衝突や路外逸脱の割合が高い

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



高齢運転者による死亡事故の人的要因

38

死亡事故を人的要因別に比較すると，75歳以上の高齢運転者は，操作不適による事故が28％と
最も多く，このうちハンドル操作不適が13.7％となっている。
ブレーキとアクセルによる踏み違い事故は，75歳未満が全体の0.5％に過ぎないのに対し，75歳
以上の高齢運転者は7.0％と高い

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



海外の交通事故の状況

39

日本

国際道路交通事故データベース（IRTAD）がデータを有する33か国について，
人口10万人当たりの死者数を比較すると，我が国は3.3人（2018年）
であり，第８位に位置している。

令和２年版交通安全白書（内閣府）より
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我が国と主な欧米諸国の状態別交通事故死者数の状況をみると，我が国は

乗用車乗車中の死者数の構成率が他国と比較して低く，歩行中及び自転車乗用中

の死者数の構成率が高い。

令和２年版交通安全白書（内閣府）より
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年齢層別交通事故死者数の状況をみると，我が国は，65歳以上の年齢層の死者数

の構成率が他国と比較して際立って高い。一方，主な欧米諸国では，15～24歳の年

齢層の死者数の構成率が我が国よりも高く，それぞれの人口構成率を上回っている。

令和２年版交通安全白書（内閣府）より
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我が国は市街地道路における死者数の構成率が高い

令和２年版交通安全白書（内閣府）より



警察庁交通局 令和３ 年２ 月1 8 日
令和２年における交通事故の発生状況等について

43

２令和２年における交通事故死者数等の特徴

○交通量との関係

・重傷者数については、交通量の減少を背景に４・５月の重傷者数が顕著に減少したこともあり、昨年の

減少率と比較し大幅に減少

・死者数については、高速道路における交通量の減少を背景に、５・６月の高速道路における死者数が顕

著に減少したこともあり、減少率が昨年より2.7ポイント上昇

○歩行者

・歩行中死者数及び重傷者数は減少しており、うち事故類型別では、横断歩道以外横断中での減少傾向

が大きい。また、法令違反別では、車両側では前方不注意や歩行者妨害、歩行者側では横断方法等の

違反や信号無視が多い

・高齢者の死者数及び重傷者数はいずれの状態別でも減少しているが、うち歩行中全体に占める高齢者

の割合はやや増加傾向にあり、高齢者の歩行中死者数の８割近くが横断中である。また、横断歩行中死

者の半数以上に違反あり



警察庁交通局 令和３ 年２ 月1 8 日
令和２年における交通事故の発生状況等について

44

２令和２年における交通事故死者数等の特徴

○自転車

・自転車関連交通事故死者・重傷者数は減少しているが、対自動車事故のうち半数以上を占める出会い

頭衝突事故では、自転車側にも約８割に法令違反がある。また、ヘルメット着用者率は小・中学生に改善

傾向がみられるが、全体としては依然として低調

○その他

・幼児及び児童の死者・重傷者数はいずれも減少

・飲酒運転による死亡事故件数及び重傷事故件数は過去10年で４割以上減少



45

新型コロナウイルス感染症拡大と交通への影響

新型コロナウイルス感染症の影響
令和元年及び２年中の月別自動車走行距離の推移を参照すると，緊急事態宣言が
発令された令和２年の４～５月は，元年と比較して自動車走行距離が大きく減少した。

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



46

新型コロナウイルス感染症拡大と交通への影響

令和２年中の月別交通事故死者数は，新型コロナウイルス感染症が拡大した４月以降，
特に７～８月の交通事故死者数が低く抑えられている。
７月から８月にかけての新型コロナウイルス感染症拡大の時期と重なる。

令和2年

令和３年版交通安全白書（内閣府）より



令和３年上半期における交通事故死亡事故の発生状況
警察庁交通局

47

・交通事故死者数は減少傾向 （前年同期比：－159人、－11.7％）

・月別死者数はすべての月で過去最少



本日の内容

• 交通事故の状況

• 自賠責の状況

• 日本医師会 労災・自賠責委員会の活動

48



49

令和３年版交通安全白書（内閣府）より

自動車損害賠償保障制度の充実等

自動車損害賠償保障制度は，強制保険である自動車損害賠償責任保険及び自動車損

害賠償責任共済（以下「自賠責保険」という。），ひき逃げ又は無保険車による事故

の被害者に対して損害のてん補を行う政府の自動車損害賠償保障事業（以下「保

障事業」という。）により，自動車事故による損害賠償の基本保障を担保し被害者救

済を図るための制度である。

また，自動車損害賠償保障法による自動車事故対策計画に基づき，被害者救済対策

事業及び自動車事故発生防止対策事業を実施しており，保険金の支払と相まって被害

者保護の増進及び自動車事故発生の防止に大きな役割を担っている。



50

令和３年版交通安全白書（内閣府）より

１ 自動車損害賠償保障制度の充実等

(1)自動車損害賠償責任保険（共済）の適正化の推進

自賠責保険では，被害者保護の充実が図られるよう，国による死亡等重要事案に関

する支払審査のほか，保険会社等による被害者等に対する情報提供措置の義務付け，

公正中立な紛争処理機関による紛争処理の仕組みの整備など，被害者を保護する措置

がとられている。

これにより，保険金の適正な支払いの確保や，保険金支払いをめぐる紛争の迅速か

つ適正な解決による被害者保護の増進を図っているところである。なお，自動車損害

賠償保障法（昭30法97）に基づく指定紛争処理機関である（一財）自賠責保

険・共済紛争処理機構による令和元年度の紛争処理件数は592件となっている。



51

令和３年版交通安全白書（内閣府）より

１ 自動車損害賠償保障制度の充実等

(2)政府の自動車損害賠償保障事業の充実

自賠責保険による救済を受けられないひき逃げや無保険車による事故の被害者に対

しては，政府の保障事業が被害者に損害のてん補を行い，その救済を図っている。

この保障事業は，自賠責保険料に組み込まれた賦課金等を財源としており，損害て

ん補の限度額は自賠責保険と同一である。令和元年度の保障事業による保障金の支払

額は，ひき逃げ447件及び無保険163件（計610件）に対し，約６億8,500万円（死

亡17人，傷害593人に対してそれぞれ約３億4,600万円及び約３億3,800万円）であ

る。



52金融庁 第１４０回自賠責保険審議会 資料より
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自賠責保険の概況

損害保険料率算出機構

ホームページ https://www.giroj.or.jp/

自動車保険の概況
自賠責保険・自動車保険の動向・推移・基本統計等
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版
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自動車保険の概況 2020年度版



自賠責保険診療費算定基準（新基準）について

70



71

自賠責保険の診療費算定基準の設定について

昭和59年12月 金融庁自動車損害賠償責任保険審議会答申

「自算会及び損保協会において、日本医師会の協力を得

つつ、医療費統計等を参考に責任保険についての診療報酬

基準案を作成し、医療機関等の医療費請求及び自算会調査

事務所等での医療費調査の基準とする。」



72

自賠責保険の診療費算定基準の設定について

平成元年６月、日本医師会、日本損害保険協会、自動車

保険料率算定会の三者協議において、交通事故診療にか

かる医療費請求の適正化を図ることを基本として、自賠

責保険診療費算定基準（新基準）が制定された。



新基準実施経緯
実施年度 （実施順） 47/47都道府県

平成2年度《4地区》 1）栃木県，2）青森県，3）広島県，4）徳島県

平成3年度《4地区》 5）宮城県，6）奈良県，7）秋田県，8）福島県

平成4年度《3地区》 9）宮崎県，10）滋賀県，11）兵庫県

平成5年度《5地区》 12）熊本県，13）岩手県，14）大阪府，15）長崎県，16）大分県

平成6年度《8地区》
17）高知県，18）富山県，19）岐阜県，20）長野県，21）新潟県，

22）北海道，23）石川県，24）福岡県

平成7年度《9地区》
25）山形県，26）和歌山県，27）愛知県，28）福井県，29）山口県，

30）鹿児島県，31）佐賀県，32）鳥取県，33）島根県

平成11年度《4地区》 34）東京都，35）茨城県，36）香川県，37）三重県

平成12年度《2地区》 38）千葉県，39）静岡県，

平成13年度《5地区》 40）愛媛県，41）神奈川県，42）群馬県，43）埼玉県，44）沖縄県

平成15年度《1地区》 45) 京都府

平成24年度《1地区》 46）岡山県

平成28年度《1地区》 47）山梨県 （47都道府県実施）
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新基準の制度化に受けた検討へ



本日の内容

• 交通事故の状況

• 自賠責の状況

• 日本医師会 労災・自賠責委員会の活動
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日本医師会 労災・自賠責委員会について

労災保険及び自賠責保険に関する各地の問題を解決するため
に、現在は、実務委員会として設置。
各地域の対応状況により、過去の答申を踏まえ問題事項を検
討。さらにメーリングリストで随時検討。
必要に応じて、関連団体等からのヒヤリング。
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昭和５９年の委員会発足より、長い歴史の中で、類似した事案、
問題について幾度となく検討し、議論尽くされてきたものもいくつ
かある。



労災・自賠責委員会の活動内容

【労災保険】

■各地域で発生している問題の検討

■労災診療費改定の要望とりまとめ

■厚生労働省との意見交換会

＜議題＞

高齢労働者と労災

・ 高齢化社会に向けた労災審査や労災診療報酬体系について

審査会について

・ 審査会で起きている問題点について
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労災・自賠責委員会の活動内容

【自賠責保険】

■各地域で発生している問題の検討

■日本損害保険協会、損害保険料率算出機構との意見交換会

＜議題＞

自賠責診療費算定基準（新基準）について

・「制度化」について損保業界と意見交換会

医療費「一括払い請求」について

・現場でのトラブル解消を議論

その他の要望
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2018・2019 年度

労 災 ・ 自 賠 責 委 員 会

報告書 令和2年2月

78

はじめに

今後、労働人口の減少に伴い、高齢者の就労に関する対策が

求められることから、労災保険としても、高齢労働者への配

慮を含めた労災補償を充実させる必要がある



79

自賠責保険については、全国、都道府県が採用した自賠責

保険診療費算定基準（新基準）をさらに普及促進し、新基

準を採用する医療機関を増やす取り組みを進めるべきであ

る。新基準の採用率に地域差があることから採用率の底上

げを図るなど、新基準の制度化に向けた課題の検討が今後、

必要となる。
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交通事故診療においては、療養期間の長期化に伴う治療

費打ち切り、医業類似行為における不適切な施術費への

支払い、健康保険の使用に関する問題等、未解決の課題

も多い。

本委員会では、これらの問題点を把握するため、都道府

県医師会にアンケート調査を実施し、医療現場のご意見

をもとに検討を行った。
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47都道府県医師会へのアンケート自賠責
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47都道府県医師会へのアンケート自賠責
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自賠責保険（共済）のしくみ

1

損害保険料率算出機構

自賠責損害調査センター

企画推進部

《参考》



2

※損害保険料率算出機構（損保料率機構）とは

○「損害保険料率算出団体に関する法律」に基
づき設立された非営利の民間の法人

○損保料率機構の主な業務

①自賠責保険の損害調査

全国に地区本部、自賠責損害調査事務所を設置。

自賠責保険の損害調査を実施

②参考準率および基準料率の算出・提供

参考準率（自動車保険・火災保険・傷害保険・介護費用保険）

基準料率（自賠責保険・地震保険）

③データバンク

各種保険に関するデータの集計、会員・消費者等へ提供



本日お話する内容

Ⅰ．交通事故の民事責任と損害保険

Ⅱ．自賠責保険制度の概要

Ⅲ．自賠責保険への請求手続

Ⅳ．自賠責保険から支払われないケース

Ⅴ．自賠責保険の損害調査
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Ⅰ．交通事故の民事責任と損害保険

4



１．交通事故における「責任」

5

道義上の責任

法律上の責任

（１）刑事上の責任

・ 刑法 過失運転致死傷罪等

（２）行政上の責任

・ 道路交通法

（３）民事上の責任→損害賠償責任

（民法第709条、自賠法第3条等）

※金銭賠償が原則（民法第417条）



２．交通事故と損害保険

6

任意自動車保険

・・・対人賠償保険、対物賠償保険、人身傷害保険、車両
保険など、複数の保険と特約を組み合わせたセット商品
として販売

自賠責保険

・・・自動車による人身事故の賠償責任をでカバーする

保険



（１）対人賠償保険と自賠責保険

7

人身損害の
賠償責任額自賠責保険

対人賠償責任保険
（任意自動車保険）

＜人身損害額＞
自賠責保険から支払われる額を
超える部分に対し、保険金を支払
う（上乗せ保険）

対人無制限の任意保険を付保し
ていれば、加害者の自己負担は
生じない



＜主流は一括払制度＞

8

加害者が任意自動車保険に加入している
場合、通常、任意保険会社から、自賠責
保険から支払われる額と任意保険から支
払われる額の「一括払」が行われる。

一括払の後、任意保険の
保険会社は自賠責保険
の保険会社に自賠責保
険部分を精算請求する。

自賠責保険

任意保険

【損害賠償金】

一括払



＜双方保険の相違点＞

9

自賠責保険 対人賠償保険

付保 強制 任意

保険金額 上限あり 上限なし

免責事由 限定的 各種あり

過失相殺

被害者に7割以上
の過失がある場合

に減額

通常の過失相殺



Ⅱ．自賠責保険制度の概要
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自賠責保険とは

自動車事故で他人を死傷させたこと

（＝人身事故）により、事故の加害者が

自賠法第３条の損害賠償責任を負う場合に、

保険金を支払うもの

加害者の損害賠償責任を資金的に担保す
ることにより、自動車事故の被害者の保護を
図ることを目的として創設

11

本資料における呼称
過失の大小にかかわらず
被害者…身体に被害を被った者
加害者…被害者から請求を受けた者



自賠責保険制度の特色

１．条件付無過失責任主義・強制保険制度

２．支払限度額と請求できる損害の範囲

12



Ⅱ-１．条件付無過失責任主義・強制保険制度

自賠法制定前（過失責任主義）

13

事故発生

会社Ｂ

＜損害賠償責任発生の根拠＞

Ａ（加害運転手）・・・民法第７０９条

Ｂ（Ａの使用者）・・・民法第７１５条

Ａ運転被害者



民法第709条
被害者が損害賠償の請求を行う場合には、加害者の故意・

過失を被害者側で立証しなければならない【過失責任主義】

民法第715条

・加害者に民法第709条責任が成立することが前提

・ただし書き※の内容を立証できれば使用者は責任を負わない

①事故は一瞬の出来事であり、また、法律的知識に乏しい被害者にとって、

加害者の故意・過失を立証することは容易でない。

②加害者の故意・過失を立証できたとしても、加害者が不誠実であったり、

無資力で賠償責任を遂行できない場合は、被害者が救済されない。

損害賠償を得られない交通事故被害者が続出し、
社会問題化！

14

※使用者が被用者の選任及びその事業の監督について相当の注意をしたとき、
又は相当の注意をしても損害が生ずべきであったとき （民法第715条第1項ただし書）



1955年 自動車損害賠償保障法（自賠法）の制定

自賠責保険の付保を強制

1966年 自賠責共済の実施

自賠責保険の導入の意義

•条件付無過失責任主義を採用
→立証責任を加害者側に転換

かつ、その要件を厳しくすることにより、加害者側に

ほぼ無過失責任主義に近い責任を課すもの

⇒被害者は、「自動車の運行によって損害が発生した

こと」を立証すれば足りる（被害者に有利）

•自賠責保険の締結を強制化
→被害者への損害賠償を実効性あるものに 15



Ⅱ- ２．支払限度額と請求できる損害の範囲

被害者１名に対するてん補の限度額

政令で規定［自賠法施行令２条］

保険期間中に何度事故があっても、保険金
額は減額されることなく自動的に復元

傷 害 １２０万円

後遺障害 ７５万円～４,０００万円
死 亡 ３,０００万円

16

（１）支払限度額



共同不法行為

支払限度額＝保険金額×有責の契約数

【例】被害者が過失のある３台の車両と衝突して
死亡した場合の支払限度額（死亡による損害）

17

３台 × ３,０００万円＝ ９,０００万円

事故発生



18

減額適用上の
被害者の過失割合

減額割合

後遺障害・死亡
による損害

傷害による損害

７割未満 減額なし 減額なし

７割以上８割未満 ２割減額

２割減額８割以上９割未満 ３割減額

９割以上10割未満 ５割減額

（２）減額
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（３）請求できる損害の範囲

「自動車損害賠償責任保険支払基準」
保険会社は、保険金等を支払うときは、死亡、後遺障害及び
傷害の別に国土交通大臣及び内閣総理大臣が定める支払
基準に従ってこれを支払わなければならない （自賠法第16
条の3）

「平成13年金融庁、国土交通省告示第一号」として、官報に
掲載
自賠責保険の支払に関する基準であり、加害者（対人賠償保
険）と被害者の示談、訴訟等を拘束するものではない
損保料率機構のホームページ等にも掲載



①－１．傷害による損害（治療関係費）
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支払できる

損害項目
内 容 お支払の基準

治 療 費 診察料、入院料、投薬料、手術料、
処置料、柔道整復等の費用など

必要かつ妥当な実費

通 院 費 通院、転院、入院又は退院に要した
交通費

必要かつ妥当な実費

看 護 料
入院中の看護料

自宅看護料または通院看護料

入院1日につき4,200円
自宅看護または通院1日に

つき2,100円※

諸 雑 費 入院中の雑費 原則として入院1日1,100円

義肢等の
費用

義肢、歯科補てつ、義眼、眼鏡、

松葉杖当の費用

必要かつ妥当な実費

眼鏡等の費用は50,000円が
限度

診断書等
の費用

診断書、診療報酬明細書等の

発行手数料
必要かつ妥当な実費



①－２．傷害による損害（治療関係費以外）
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支払できる

損害項目
内 容 お支払の基準

文 書 料 交通事故証明書、被害者側の印鑑
証明書、住民票等の発行手数料

必要かつ妥当な実費

その 他の
費 用

治療関係費以外で事故発生場所か
ら医療機関まで被害者を搬送するた

めの費用など
必要かつ妥当な実費

休業損害
事故による傷害のために発生した収
入の減少（有給休暇を使用した場合、

家事従事者の場合を含む）

原則として1日につき6,100円
これ以上に収入減の立証があ
る場合は19,000円を限度として

実額

慰謝料 精神的・肉体的な苦痛に対する補償

1日につき4,300円
対象となる日数は治療期間の
範囲内で実治療日数の2倍



②後遺障害による損害
ア．神経系統の機能または精神・胸腹部臓器に著しい障害を残し、

常時または随時介護を要する後遺障害
イ．上記①以外の後遺障害

22

支払できる

損害項目
内 容 お支払の基準

逸失利益 身体に障害を残
し労働能力が減
少したために将
来発生するであ
ろう収入減

収入および各等級（1～14級）に応じた
労働能力喪失率、喪失期間等により計算

慰謝料等

事故による精神
的・肉体的な苦痛
に対する補償等

上記ア．の後遺障害

1,650万円(第1級)、1,203万円(第2級)｡
なお､初期費用等として500万円(第1級)､
205万円(第2級)が加算

上記イ．の後遺障害

1,150万円(第1級)～32万円(第14級)。
ただし、①および②の後遺障害において、

第1～3級で被扶養者がいるときは増額



③死亡による損害
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支払できる

損害項目
内 容 お支払の基準

葬 儀 費 通夜、祭壇、火葬、埋葬、墓石
などに要する費用

(墓地、香典返しなどの費用除く)

100万円

逸失利益 被害者が死亡しなければ将来
得ることができたと考えられる収
入額から本人の生活費を控除し

たもの

収入および就労可能期間・被扶養
者の有無等を考慮のうえ計算しま

す。

慰 謝 料 被害者本人の慰謝料 400万円

遺族の慰謝料

遺族慰謝料請求権者(被害者の
配偶者、子供および父母)の人
数により金額が異なります。

請求権者

1名の場合 550万円

2名の場合 650万円

3名の場合 750万円

被害者に被扶養者がいるときはさら
に200万円が加算されます。



Ⅲ．自賠責保険への請求
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請求権の種類
加害者（運行供用者）に対する請求

自賠法第３条の損害賠償請求

自賠責保険に対する請求

１５条請求（加害者請求）

→保険金の請求

１６条請求（被害者請求）

→損害賠償額の請求

１７条請求（仮渡金の請求）
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Ⅲ-１．自賠法第3条に基づく損害賠償請求
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自賠法第３条

『自己のために自動車を運行の用に供する者は、その運
行によって他人の生命又は身体を害したときは、これに
よって生じた損害を賠償する責に任ずる。

ただし、自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を
怠らなかったこと、被害者又は運転者以外の第三者に故
意又は過失があったこと並びに自動車に構造上の欠陥
又は機能の障害がなかったことを証明したときは、この
限りでない。』

立証責任を転換し、交通事故の加害者は、
故意過失がなかったこと等を立証しない限り、

損害賠償責任を負うとした。
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被害者・
遺族

自賠法第3条の
損害賠償請求

自賠法第3条の
損害賠償責任

自賠責保険
契約

加害者
（運行供用者）



Ⅲ- ２．加害者請求（１５条請求）

自賠法第１５条

『被保険者は、被害者に対する損害賠償額につ
いて自己が支払いをした限度においてのみ、保
険会社に対して保険金の支払を請求することが
できる』

28

被保険 者の着服防止等のため、
実際に賠償金を支払ってからでないと請求できない
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自賠責保険会社

自賠法第15条の
保険金請求権

保有者・
運転者

自賠法第3条の損害賠償責任（運転者
の場合は民法第709条の責任）を負う



30

加害者 被害者

③精算(15条)

①損害賠償請求

（自賠責部分）

任意
保険会社

自賠責
保険会社

対人賠償保険から
支払われる部分

自賠責保険から
支払われる部分

②
一
括
払

委任

※一括払について



Ⅲ- ３．被害者請求（１６条請求）

自賠法第１６条１項

『第３条の規定による保有者の損害賠償の責任
が発生したときは、被害者は、政令で定めるとこ
ろにより、保険会社に対し、保険金額の限度にお
いて、損害賠償額の支払をなすべきことを請求す
ることができる』

31

・被害者の保険会社への直接請求権で
自賠法で特別に認められている権利
・加害者が無資力等の場合でも、損害の填補を受
けられる（被害者保護）



自賠責保険会社

自賠責保険契約

被害者・
遺族

自賠法3条の
損害賠償責任

32

保有者・
運転者

被害者が社会保険等から給付を受けた場合
⇒社会保険等求償 が代位
被害者加入の人身傷害保険会社が一括対応する場合
⇒人傷請求 が代位

自賠法16条の
損害賠償額請求権



Ⅲ- ４．仮渡金請求（１７条請求）

自賠法第１７条１項

『・・・被害者は、政令で定めるところにより、保険会
社に対し、政令で定める金額を第１６条１項の規定
による損害賠償額の支払のための仮渡金として支
払うべきことを請求することができる』

33

損害賠償責任または損害賠償額が確定していない
段階において、当座の出費に当てるために
請求することができる（被害者保護）



仮渡金

死亡・・・２９０万円

傷害・・・傷害の程度により

４０万円、２０万円、５万円

※後日、保険金等が支払われるとき、仮渡金額は控
除される

※支払後、保有者に賠償責任がないことが判明した
際には、保険会社は政府に対して補償を求めるこ
とができる

34



Ⅲ- ５．競合請求
加害者請求と被害者請求

→加害者請求を優先する。

社会保険請求と被害者請求

→被害者請求を優先する。

※ 最高裁平成20年2月19日判決（被害者 ＞ 健保）

※ 最高裁平成30年9月27日判決（被害者 ＞ 労災）

人傷精算請求と被害者請求（保険法第25条2項）

→てん補損害額（訴訟による損害額、または調査事務
所へ提出された資料から算出する被害者の損害額）
と人傷社の支払額の差額部分（＝未てん補損害・被
害者負担金額）は被害者請求が優先する。

35



Ⅳ．自賠責保険から
支払われない場合

36



１．加害者に賠償責任がない場合

２．自動車の運行によって死傷したものではない

場合

３．賠償責任を負う加害者がいない場合

４．被害者が「他人」ではない場合

５．その他

37



Ⅳ-１．加害者に賠償責任がない場合

自賠法第３条ただし書きの３条件

①自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を怠
らなかったこと

②被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過
失があったこと

③自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がなかっ
たこと

⇒①から③を全て証明できる場合は加害者は自賠
法第3条の損害賠償責任を負わない。 38



（１）自賠法第３条ただし書きの３条件

①自己及び運転者が自動車の運行に関し注意を
怠らなかったこと

関係法令の遵守をはじめとして、運行供用者・運

転者に対して社会的に要求される通常の注意義

務を指す

運行供用者の注意義務には、運転者の選任監

督義務も含まれる

39



②被害者又は運転者以外の第三者に故意又は過
失があったこと

【例】

被害者が自動車の運行を知りながら故意に飛び
込んできた場合

正常に停止していたところに追突され、同乗者が
受傷した場合

40



③自動車に構造上の欠陥又は機能の障害がな
かったこと

構造上の欠陥

自動車各部の装置、部品の材料、仕組み、製造

方法、補修その他に欠陥があること

機能の障害

自動車の各装置が規定どおりに作動しないこと

41



加害者に過失がない事例①

42

信号交差点で、青信号進入のＡ
車（加害車）と赤信号進入のＢ
車（被害車）が出合頭に衝突

Ａ

Ｂ



加害者に過失がない事例②

43

Ｂ車（被害車）が中央線を突破し、対向車線を正常
に走行してきたＡ車（加害車）と衝突

Ｂ

Ａ



Ⅳ-２．自動車の「運行によって」
死傷したものではない場合

自賠法第３条

自己のために自動車を運行の用に供する者は、その運行
によって他人の生命又は身体を害したときは、これによって
生じた損害を賠償する責に任ずる。

「運行」とは

人又は物を輸送するとしないとにかかわらず、自動車を
当該装置の用い方に従い用いることをいう[自賠法第２条
２項]

「によって」とは （判例・通説）

ある一定の行為があれば、社会通念・経験則上、そのよ
うな結果が生じるのが一般的であると認められる関係 44



事例

45

Ｃ

Ｂ

Ａ

クレーン車のクレーン部分も当該車に固有の装置と捉
えられる。

⇒固有装置を用いたことによって生じた事故であり、
運行起因性あり。



46

Ⅳ- ３．加害者がいない場合

いわゆる自損事故

・Ａが電柱に自ら衝突し死傷した場合



Ⅳ- ４．被害者が「他人」ではない場合

「他人」とは、「運行供用者、運転者および運転補
助者以外の者をいう。」

（最高裁昭和４２年９月２９日判決等）

（１）運行供用者

（２）運転者

（３）運転補助者

47



他人性が問題となる事例

• Ａは自己所有車を運転して買い物に出かけた。

• たまたま街中で友人Ｂと出会い、一緒に食事した
が、その際Ａが飲酒したため、帰りはＢに頼み、Ａ
の自宅まで運転してもらうことになった。

• Ｂの運転で帰宅する途中で単独事故を起こし、助
手席にいたＡが受傷した。

48

Ａが所有する車による事故であり、Ａは「他人」とはい
えない。



Ⅳ-５．その他

１５条請求（加害者請求）

→加害者が被害者に損害賠償金を支払ったときから
３年を経過したときは時効となる［保険法第９５条］

時効の更新手続き（→保険会社への申告）を行え
ば時効は更新・再起算される。

49

傷害、後遺障害、死亡による損害ごとに時効期間は
進行するので、個々に時効更新の申告が必要となる



１６条請求（被害者請求）、１７条請求（仮渡金請求）

→時効により３年で消滅する［自賠法７５条］

→時効の起算日は、被害者またはその法定代理人
が損害および加害者を知ったとき［民法７２４条］

☆平成22年3月31日以前の事故の時効は２年

※時効の更新手続き（保険会社への申告）等によって、
時効は更新・再起算される。

50

傷害、後遺障害、死亡による損害ごとに時効期間は
進行するので、個々に時効更新の申告が必要となる



Ⅴ．自賠責保険の損害調査

51



１．損害調査の流れ

２．損害保険料率算出機構における損害調査体制

52



53

（１）請求の受付と調査事務所への送付

請求者 保険会社 損害保険料率算出機構
自賠責損害調査事務所

○保険会社・・・請求書類の不備がないことを確認

して調査事務所に送付

Ⅴ-１．損害調査の流れ



54

（２）損保料率機構による損害調査

損害保険料率算出機構
自賠責損害調査事務所
（都道府県庁所在地等に設置）

被害者

病 院

事故現場

加害者

○請求書類に基づき、必要な調査を行う
Ⓐ 事故当事者に事故状況照会
Ⓑ 病院照会
Ⓒ 事故現場調査

警 察



55

（３）損害調査結果の報告と支払

請求者
（被害者または加害者）保険会社損害保険料率算出機構

自賠責損害調査事務所

○調査事務所・・・損害保険会社等に調査結果を報告

○保険会社・・・支払額を決定し請求者に支払



56

※自賠責保険会社からの支払額等に
納得がいかない場合

保険会社に対する異議申立（請求権者であれ
ば可能）

→書面に「異議申立の主旨」を記入、新たな資
料があれば添付して提出

一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機
構（自賠法に基づき設置された、訴訟外におけ
る自賠責保険（共済）の最終判断機関）に対す
る紛争処理の申請（被害者のみ）



Ⅴ－２．損保料率機構における損害調査体制

57

自賠責損害調査事務所
（都道府県庁所在地等に設置）

特定事案
・認定困難事案
・異議申立事案

特定事案以外で
自賠責損害調査事務所
では判断が困難な事案

自賠責保険審査会
・地区本部
(全国主要都市に設置)
・本部



自賠責保険審査会

58

自賠責保険審査会

有無責等の専門部会

○死亡事案で全く支
払われないか減額
される可能性があ
る事案

○異議申立事案

後遺障害の専門部会

○脳外傷による高次
脳機能障害に該当
する可能性がある
事案等

○異議申立事案



ご清聴ありがとうございました
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https://www.giroj.or.jp/




